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 同社 HP によると、同社は眼鏡フレーム、サングラスの商品企画、デザイン・製造販売を行うとと
もに、医療器具の開発・製造・販売にも従事している。年商 200 億円強、従業員数 2000 人強（国内
600 人弱）、世界 12 ヵ国に直販、その他代理店を通じ 100 ヵ国以上に販売、鯖江の基幹工場の他中国
にも生産拠点を持ち、デザイン・オフィイスは世界に 6拠点を擁しているという。 
 経営者を含む同社関係者へのヒヤリングによると、創業は昭和 31 年、堀川製作所として眼鏡部品製
造を開業し、その後昭和 43 年に株式会社化された。昭和 50 年にその販売部門として株式会社シャル
マンを設立し、眼鏡小売店への直販を開始した。昭和 55 年以降、米国、欧州、アジアに次々と販売
子会社、工場、営業所、デザイン・オフィイスを開設した。平成 21 年革新的な素材の開発に成功し、




























































 こうした企業努力により、2015 年１月〜12 月の鯖江市メガネ産業の輸出実績は約 268 億円、この




 同社 HP によれば、同社は 1900 年（明治 33 年）の創業以来、100 年余りの歴史を持ち、漆器に関
する伝統の技法を引き継ぎながら、業務用漆器や家庭用漆器全般の製造販売を行い、料亭・ホテル・
病院・レストラン等に納品しているという。現在従業員 13 人である。 
 経営者へのヒヤリングによれば、同社は伝統的な漆器技術を継承しつつも、昭和 19 年の戦中に軍
需食器を手がけ、木製堅地のみならずプラスチック素地の漆器を手がけるようになった。その後、昭
和 36 年にはメラミン食器を、平成二年には耐熱食器も手がけるようになっている。そして、平成 16




























































































































 鯖江市は、もともと市民意識の高い地域で、市政 35 周年にあたる平成 2年（1990 年）に、市民憲
章を制定し、「わたしたちは清らかなまち鯖江を守ります 心豊かなまち鯖江を育てます 力あふれ
るまち鯖江をつくります そして 夢のひろがるまちづくりに努めます」と宣言したという。その後








 牧野氏は、鯖江市の HP3)によれば、昭和 16 年（1941 年）ちょうど日本の真珠湾攻撃（太平洋戦争
勃発）の年に鯖江市で生まれ鯖江市で育ったという。福井県庁に就職し、小浜市副市長や福井県議会





が 300 程度あるとのこと。そこで、6年間で 38の民間事業をつくったという。 
（２）現在の市政の特徴 






















目されている。大学教授や地元 IT 企業の協力もあり、ICT 化を推し進め、公衆トイレや市内バスの
配置などに関連して 100 件以上のアプリ（バスの到着、消火栓地図など）を国に先駆けて導入・実施
した。これが国の IT 戦略で注目を浴び、総務省の事業を実施するようにもなった。 
 鯖江市のオープン・データ事業のきっかけは、2010 年 12 月に福井県出身の jig.jp 代表取締役福
野泰介氏とインターネット標準化を担う WWW Consortium(W3C)の一色正男氏が提言をしたことにはじ
めるとされる。福野氏は、電子市役所の企画や、地域情報化、モバイルアプリ開発などの提案を行い、
牧野市長にも大きな影響を与えたとされる。また W3C も地域のオープン・データ化を強く支援した。 
 結果、鯖江市は ICT 化など先進技術を市政に活用することに大変積極的な市となり、アプリ開発や
ICT 教育、ICT 設備の支援など、様々な形で ICT 関連事業を進め、こうしたこともあり鯖江市には ICT
企業やベンチャーも多く、またこのことが自治体の ICT 活用に役立っている。 
















  ii)経営者が起業家精神とリーダーシップに富み、挑戦重視、敗者を責めない企業文化 




  iii)伝統色の濃い産業分野で、組織内に蓄積された暗黙知を技術の深耕を行って形式知 
   化し、レーザーなどの先端技術や ICT などと結びつけた結果、斬新な独自技術を確 
   立できた 
  iv)地域社会との関係性や外部ネットワークを積極的に活用し、技術開発や市場拡大を 
   行い、地域の他の企業などに対して、リーダーシップを発揮した 
  v)自社の技術開発を契機として市場ドメイン転換やビジネス・モデルの創出・変革を 





















































が高まっている。こうした教育効果は、10 年後 20 年後にじわりじわりと地域社会の産業発展に寄与
してくる。今後の世界経済の中での日本の位置付けを考えるなら、特に資源に恵まれない地域におい
ては、ICT 産業や ICT 活用による製造業やサービス業の活性化が非常に重要である。そのための人材
を用意しておくということは、地域の産業発展を長期的に考える上で重要な施策といわなければなら
ない。 





































































































































 さらに、下流過程では、物理的地域依存性に対し、ICT による SCM（サプライ・チェーン・マネジ
メント）の変革と物流の進化により物理的地域への非依存化傾向が近年強まる傾向がある。 
 コスト競争によるケイレツの崩壊から、従来日本の大企業の下請けとして受注していた製造業中小


























































１)昭和 38 年中小企業基本法： 
規模の拡大等による強化策 
2）平成 11 年新事業促進法、中小企業核心新支援法： 
規模拡大よりイノベーションの担い手として醸成 
3）平成 13 年産業クラスター法： 
産官学連携等による産業集積の形成と強化 

































































































 こうした地域経営学の研究に裏打ちされてはじめて、地域に関する大学生の PBL（Problem-based 
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